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東京都教育委員会
教育委員長　木村　　孟　　殿

教育長  　　比留間　英人　殿
請　願　書
＜請願の趣旨＞

東京都教育委員会が発出した卒入学式などで「日の丸・君が代」を強制する「10.23通達」（2003年）により、東京の学校現場では命令と服従が横行し、自由で創造的な教育が失われています。
2011年5月以後の一連の最高裁判決は、起立斉唱行為が、「思想及び良心の自由」の「間接的制約」であることを認めました。また、2012年1月16日の最高裁判決は、減給以上の処分については、「本件事案の性質等を踏まえた慎重な考慮が必要」で、「社会観念上著しく妥当を欠き、・・・裁量権の範囲を超え、違法」として減給・停職の懲戒処分を取り消しました。最高裁が、都教委による従来の累積加重処分に一定の歯止めをかけたのです。

本年9月の最高裁判決は、上告人らの請求を棄却したものの、第２小法廷で鬼丸かおる裁判官は、「当該不利益処分を課することが裁量権の濫用あるいは逸脱となることもあり得る」と述べ、「謙抑的な対応が教育現場における状況の改善に資する」として、都教委に対して反省と改善を求めています。
９月の一連の最高裁判決で３０件もの減給処分・停職処分の取り消しが確定しています。都立障害児学校（当時）教員の停職１月の懲戒処分取り消しに伴う国賠請求事件でも損害賠償が認められ、都側が敗訴しました。
しかし、都教委は、最高裁判決を歪曲・無視して、今年の卒業式・入学式でも延べ9名の教員を処分し、2件の減給処分を強行しました。これで10・23通達とそれに基づく校長の職務命令で懲戒処分を受けた教職員は450名になりました。このような異常な状況は一刻も早く改善しなければなりません。

また、同通達による処分、職員会議の「挙手採決禁止」を含む「学校経営適正化通知」（2006年4月13日付）等によって、学校現場は「もの言えない」状況が蔓延し、教職員が疲弊し、危機的状況に追い込まれています。

以上の理由で、私たちは、以下、請願いたします。
　
＜請願事項＞
１　東京都教育委員会が2003年10月23日に発出したいわゆる「10.23通達」を撤回すること。
２　同通達に基づく一切の懲戒処分・厳重注意等を取り消すこと。
３　最高裁判決で「違法」とされた減給・停職処分を行った責任を取り、原告らに謝罪すること。
４　同通達に基づく校長の職務命令を発出しないこと。また、新たな懲戒処分を行わないこと。
５　同通達に係わり懲戒処分を受けた教職員に対する「服務事故再発防止研修」を行わないこと。

６　同通達に係わり懲戒処分を受けた教職員の非常勤教員等の合格取消、採用拒否等を撤回すること。
７　卒・入学式等での「君が代」斉唱時に生徒の起立を強制し、内心の自由を侵害する「3.13通達」（2006年）を撤回すること。
８　教育委員会において本請願書及び関係資料を配付し、慎重に審議して、回答すること。
以上、請願署名（個人）148筆を添えて請願します。

請願団体　学校に自由と人権を！１０・１９集会実行委員会
　　　　　　　　代表　近藤　徹

＜連絡先＞　「日の丸・君が代」不当処分撤回を求める被処分者の会
　　　　　　　事務局長　近藤　徹　
